
令和８年度許可申請受理番号第４号に関する調査概要 

 

１．申 請 年 月 日   令和８年８月 31 日 

２．申請者住所氏名   神奈川県横須賀市○○○○ 

    ○○○○○ 

３．申 請 場 所  横須賀市長坂四丁目○○○○ 

４．地 域 地 区  市街化調整区域 

（建蔽率 40％、容積率 80％） 

５．計 画 概 要 

（１）用  途  一戸建ての住宅 

（２）工事種別  新築 

（３）敷地面積  603.66 ㎡ 

（４）建築面積  56.27 ㎡  建 蔽 率  9.33 ％ 

（５）延べ面積  103.50 ㎡ 容 積 率  17.15 ％ 

（６）構  造  木造 ２階建て 

６．許可を受ける事項   建築基準法第 43 条（敷地等と道路との関係） 

第２項第２号に基づく許可 

７．周辺の状況 

 申請場所は市の南西で、「国道 134 号」から内陸へ約 650ｍ程の森林や農地等

に囲まれた市街化調整区域に位置しており、建築基準法上の非道路に該当する

横須賀市道に接続している。 

 

 

 

 

 

 

 

議案１ 



８．提案理由 

本計画は横須賀市長坂４丁目○○○○に一戸建ての住宅を新築するもので

ある。  

  申請敷地が建築基準法上の道路に接していないことから、法第 43 条第２項

第２号に伴う許可の申請が提出されたものである。 

当該敷地において、従前の建築物は平成 27 年に解体され現在は更地である

が、建物の登記簿謄本や航空写真より建築基準法施行（昭和 25 年）以前から

建物が建てられていることを確認している。また、既存建物解体後も登記上の

地目は宅地として維持されていることを確認している。以上より当該敷地は既

存建築物の敷地とみなすことができる。 

申請敷地の前面通路は建築基準法第 42 条に規定する道路に該当しないが、

同法第 42 条第２項に規定する道路から続く市道である。市道幅員は 1.8ｍ以

上であり、歩行者が通行する上で十分な幅員が確保されており、車両の通行も

可能であることを確認している。 

また、申請敷地は当該通路の中心線から 2.0ｍ後退した線をみなし通路境界

線としている。 

さらに、建築敷地に接する通路部分においては、通路の境界が明確になって

いない箇所もあるが、現地にて市道確定の範囲は確認しており、通行形態には

支障がないことを確認している。 

 

その他の基準について、別紙チェックリストより、法第 43 条許可基準に適

合していることを確認している。 

 

 

以上より、前面の市道を「建築基準法第 43 条第２項の認定及び許可に係る

審査基準」第３章３(1)路線型通路に該当する通路として許可に相当するもの

とし、計画建築物の経緯、用途及び規模から、交通上、安全上、防火上及び衛

生上支障がないと認められ、建築基準法第 43 条第２項第２号に基づく許可に

該当するものと考えられることから、建築審査会の同意を得るあたり、附議す

るものである。 



長坂４丁目（住宅）　法第43条第２項第２号許可　

　チェックリスト　１　　［第２章　(1)　通路等の要件]

一般の通行の用に供しているもの
以外の通路等は、建築物の使用者
その他の関係者が当該通路等を
将来にわたって通行や出入りする
こと等について、当該通路等の土
地所有者等から了解が得られてい
ること。

市道のため、一般の通行の用に供
している。

適

－

通路等は、災害時において避難上
支障がないものであること。

適

道路から申請地に至るまでの通路
の市道確定されている範囲は1.8ｍ
以上確保されている。また車両で
の通行が可能であり、歩行者が通
行する上で十分な幅員が確保さ
れ、通行等に支障がないことを確
認している。

通路等の上空が道路と同等以上
に確保されること。

適通路等の上空が道路と同等以上
の状況であることを確認している。

通路等の区域(位置)が境界杭等に
より明確であること。

通路形態と申請敷地の位置関係を
確認している。

通路等は、消火活動上支障がない
ものであること。

要件 検討経過 判定
通路等（空地を除く）は、道路に接
続するまでの間、通行上十分な幅
員が確保され、通行の支障となら
ない状態であること。

適

適

通路等は、砂利敷きその他のぬか
るみとならない構造であること。

適

通路等に設ける橋等の工作物は
構造上安全であること。

当該通路は市道であり、消防関係
車両の通行には支障がない。

適



チェックリスト　２　　[第２章　(２)　建築物とその敷地の要件］

汚水、雨水等については、敷地内
に適切な排水施設又は処理施設
が設置され、敷地外の排水施設に
有効に接続されていること。

汚水は浄化槽を設置して敷地北側
の水路に放流する計画であること
を確認している。
また雨水の排水計画についても同
水路に放流する計画であることを
確認している。

適

要件 検討経過 判定
建築物は、その敷地が接する通路
等を隣地（道路又は公園、広場、
線路敷、川、水面、海その他これら
に類するものに該当しないものを
いう。以下同じ。）として法の規定が
適切に適用されるとともに、その通
路等を道路と同等に扱う趣旨か
ら、通路等を道路とみなした場合に
法の規定を満たすものであること。

当該通路等を道路とみなした場合
に、容積率及び高さ制限につい
て、建築基準法に適合していること
を確認している。また、通路等を隣
地とみなした場合についても、日影
規制等の法の規定を満たしている
ことを確認している。

適

建築物の用途、規模に応じ、利用
者がその主要な出口から通路等に
至るまで、滞りなく安全に避難でき
ること。また、建築物の配置が消防
水利までの距離等を考慮して消火
活動に支障がないものであること。

十分な避難経路が確保されてい
る。また、消火活動に支障のない
建築物の配置となっている。

適



チェックリスト　３　　[第３章　３－(１)路線型通路]

建築物の使用者その他の関係者
が当該通路を将来にわたって通行
することについて、道路から建築物
の敷地前面までの通路の土地所
有者及びその他権利を有する者、
又は通路の土地所有者がその通
路の管理を委任した管理者から、
了解が得られていること。ただし、
公共用地で一般の通行の用に供し
ている場合はこの限りでない。

当該通路は横須賀市道であり、公
共用地のため、一般の通行の用に
供している。

適

通路の幅員が４メートル未満の場
合においては、通路の中心線から
の水平距離２メートルの線をその
通路の境界線とみなし（以下「みな
し通路境界線」という）、これを敷地
の境界線とすること。ただし、当該
通路がその中心線からの水平距
離２メートル未満で川、線路敷地、
接道要件を満たした敷地その他こ
れらに類するものに沿う場合にお
いては、当該川等の通路の側の境
界線及びその境界線から通路の
側に水平距離４メートルの線をみ
なし通路境界線とする。

通路の中心線からの水平距離２ｍ
の線（みなし通路境界線）を敷地の
境界線としている。

適

道路から建築物の敷地前面までの
通路の幅員は1.8メートル以上であ
り、かつ、通路沿道の建築物の規
模、用途及び敷地数等（以下「土地
利用状況等」という。）を勘案し歩
行者が通行する上で十分な幅員が
確保されていること。

道路から建築物の敷地前面までの
通路の距離が35メートル以内であ
ること。ただし、既存建築物の敷地
の場合で、土地利用状況等及び通
路幅員から消火活動に支障がない
場合はこの限りでない。

通路の市道確定及び有効幅員は
1.8ｍ以上確保されている。また車
両での通行が可能であり、歩行者
が通行する上で十分な幅員が確保
され、通行等に支障がないことを確
認している。

道路から敷地までの通路の距離は
35ｍ以内であることを確認してい
る。

適

適

許可及び基準 検討経過 判定
通路は、２以上の既存建築物の敷
地に通ずるものであること。ただ
し、既存建築物の敷地に建築する
場合はこの限りでない。

当該建築敷地は現在更地である
が、従前の建築物は建築基準法施
行前に建てられた経緯があり、登
記上の地目は宅地のまま維持され
ているため、既存建築物の敷地と
判断できる。

適

通路と敷地側のみなし通路境界線
との間の敷地が面する部分は通路
と一体の通行形態を有しているこ
と。

通路と敷地側のみなし通路境界線
との間の敷地が面する部分は通路
と一体の通行形態としている。

適



チェックリスト　４　　[第５章　３－(１)路線型通路に接する場合]

道路からその敷地に至るまでの通
路の幅員が４メートル未満の場合
においては、用途が一戸建ての住
宅又は２戸長屋で、階数が地階を
除き２以下であること。ただし、既
存建築物の増築の場合の既存部
分、又はその他建築物の用途、規
模、位置等を勘案し避難及び通行
の安全等に支障がない場合はこの
限りではない。

用途は一戸建ての住宅である。 適

敷地面積には、通路とみなし通路
境界線の間の部分を含まない。

敷地面積には、みなし部分を含ん
でいない。

適

条例で接する道路の幅員の規定
が適用されない用途・規模であるこ
と。

通路の幅員の規定が条例で適用さ
れない用途・規模である。

適

現地で通路範囲と申請敷地の位置
関係を確認している。

適

通路（通路とみなし通路境界線の
間の部分を含む）を前面道路とみ
なした場合に、法第52条及び法第
56条の規定に適合していること。

通路を前面道路とみなし、法第52
条及び法第56条の規定に適合して
いる。

適

適

許可及び基準 検討経過

通路は境界杭・舗装・縁石等により
形態が明確であること。

外壁又はこれに代わる柱の面から
敷地境界線までの距離は、0.6メー
トル以上有効に確保されているこ
と。ただし、既存部分についてはこ
の限りでない。

外壁から敷地境界戦までは0.6ｍ
以上離れている。

判定
その敷地は、通路境界線に２メート
ル以上(条例で接道長さの規定が
ある場合はその長さ以上)接してい
ること。

敷地は通路境界線に5.843ｍ接し
ている。

適





立面図

図面名工事名

店名

出力日
営業 設計 工事

□ 契約時承認印　   　□ 着工前最終承認印
店長インテリア

No.

■新木造ストロング工法 ■省令準耐火最終決定図
日本ハウス事業部令和　　年　　月　　日 ■３５年保証 ■耐震等級3

印
本図面を決定図として施工2026/ 8/25 ■長期優良住宅 横浜支店致します。今後の変更は

原則として認められません。 ■設計性能評価
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市域図、案内図、平面図、立面図は、割愛させていただきました。 


